
<別 表 １> 

【補助範囲】 

（１）耐用年数３年以上の固定資産税課税対象資産（３年未満の償却資産は除く） 

（２）公害の発生のない資産及び施設 

（３）町税未納でない者 

（４）指定施設以外は中小企業基本法第２条の中小企業を対象（工業については

従業員数２００人以下に限る） 

 

【種  類】 投資固定資産総額等 交 付 率 

◇ 新 設 

（新設事業所） 

１，０００万円以上で 

従業員５名以上 
固定資産税相当額 

◇ 増 設 

（土地、建物、機械） 

建物の増改築・新設機械の購入 

土地の取得が５００万円以上 
固定資産税相当額 

  

指    

定    

施    

設 

産業公害防止施設 

   50万円以上   300万円まで 

300万円を超え1,000万円まで 

1,000万円を超え2,000万円まで 

100分の ９ 

100分の ３ 

100分の １ 

共  同  施  設 
500万円以上 1,000万円まで 

1,000万円を超え2,000万円まで 

100分の１０ 

100分の ５ 

社宅､防火施設､緑地施

設､安全対策施設など 

 100万円以上   500万円まで 

500万円を超え2,000万円まで 

100分の ４ 

100分の １ 

※  備考   指定施設とは････ 

ア)産業公害防止施設 

イ)従業員福利厚生施設 

ウ)工場等保安施設 

エ)産業廃棄物処理施設 

オ)共同施設 (中小企業等共同組合法に規定する組合または町長が認めた

団体が設置したもの｡) 

詳細については＜別表２＞を参照 

 

【補助条件等】 

○ 申請期限…１月末日 

○ 提出書類…◇申請書             （様式第１号） 

◇取得資産明細書         （様式第２号） 

◇公害防止に関する概要書     （様式第３号） 

◇取得施設の設置図（建物の場合は位置図、平面図、立面図添付） 

 

        ※指定施設の場合は、上記のほかに下記書類が必要 

         ◇支払いを証する書類 

         ◇施設の概要及び、効果に関する書類 

 〇 補助限度額…１００万円を限度とする。 

 



＜別 表 ２＞ 

指定施設分類表 

大分類 中分類  

産業公害防止施設 

１ 大気汚染防止施設 バイ煙、ガス、臭気、処理施設等 

２ 水質汚濁防止施設 沈でん、ろ過、化学処理施設等 

３ 騒音振動防止施設 防音、防振施設等 

４ その他の環境保全施

設 

１、２、３以外の施設で町長が必要

と認めるもの 

従業員福利厚生施設 １ 住宅施設 社宅、共同宿舎、保養所等 

工場等保安施設 

１ 防火管理施設 貯水槽 

２ 環境改善施設 換気、排水施設等 

３ 安全施設 街路灯、アーケード 

産業廃棄物処理施設 １ 廃棄物処理施設 廃棄物、廃油処理施設等 

環境整備施設 １ 緑化施設 緑地 

 


